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1は じ め に
1994年 の中華人民共和国の元の切 り下げは,国 際商品で競合関係にあるASEAN諸 国 とりわけ
97年 のタイバーツ切 り下 げの誘因になった。東 ・東南アジア諸国の外資優遇政策はアジアの産
(1)
業再編の中で各国 とも一層の自由化を推進 したため,急 激な外資導入の もと工業化による短期
資本が流入 した。そのような状況下アングロサクソン系の国際投機団によってタイの通貨危機
(97年)と なり,イ ン ドネシア,マ レーシアと連動 し,NIEsの 一国,韓 国へ波及 した。その間同
・年8月 タイ,10月 イン ドネシア ・韓国は,11月IMFの 支援要請を行った。その後東南アジアの
ほぼ全域が通貨危機にあ り,1年 たった現在 も状況 は深刻である。98年 の国内総生産の実質成
長率はシンガポールをのぞきマイナス成長であり,数 年前 まで雁行型経済発展 による 「世界の
成長の海 ・センター」 と云われたことを思へば隔世の感がある。
ここにきて,通 貨 ・金融危機 に陥った東 ・東南アジア,ロ シアなどに対するIMFの 支援の有
り方に国連貿易開発会議(UNCTAD)か ら批判の声 も上 った。98年 度版「貿易開発報告」でIMF
などの国際金融支援の方法が債権者の保護 を重視 し,危 機 に陥った国な どの債務者に一方的に
責任を負わせている。安易な融資が国際債権者のモラル ・ハザー ド(倫 理観の欠如)を 招いて
いる,と 指摘 している。発展途上国の経済成長 を支援する立場にあるUNCTADのIMF批 判は先
進国だけを相手にしていた時代の仕法から抜けきれず,資 本取引などグローバル化に発展途上
国がついて行けない という問題点 を浮き彫 りにしている。
アジアに端を発 した世界経済の混迷は,強 さを誇 ったアメ リカが利上げに踏み切る事態まで
に増幅 した。明 らかに危機の増幅 と複合化が加速 している。アジア,日 本,ロ シアいずれも事
態 を改善する対策が打ち出せず問題が先送 りされている。市場経済化の反動 も出始め,ヘ ッジ
ファン ドと呼ばれるデリバティブ(金 融派生商品)技 術を駆使 した国際投資の相次 ぐ巨額損失,
例 えば98年9月 末表面化 したアメリカの有力ヘ ッジファンド,ロ ングターム ・キャピタルマネ
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ジメント(LTCM)の 救済劇 はニュー ヨーク連銀の呼びかけで,米 欧の有力金融機関が35億 ド
ルを超 える追加出資策をまとめた。10月9日 付ウォール ・ス トリー ト・ジャーナルは,ア メリ
カの最大手のヘ ッジファンド,タ イガー ・マネジメン トが円相場が一時11円 以上急騰 した7日,
1日 だけで約20億 ドルの損失を被 ったと伝えた。20億 ドルは運用資金額の9%に 当たり,8月
の ロシアの経済危機では債券投資で6億 ドルの損失 をだ している。
したがって新興市場の危機拡大でファン ドへの信用供与 を絞る米銀の姿勢 に拍車がかか り,
世界 に資金 を供給 して きたアメリカでも信用収縮が始まる恐れがある。
欧州では98年 末にユーロと1対1で 交換される欧州通貨単位(ECU)が9月 以降 ドルや円に
対 して上昇基調で推移 している。欧州の金融当局は通貨統合 という域内事情 を優先 し,国 際的
な政策協調 に消極的なことにつき,ド イツなどの通貨当局 は,独,仏 をはじめ低金利国(現 行
の政策金利,3%前 半)と 高金利国アイルランド,イ タリアなど(同5～6%台)と の金利格
差が大 きいことで,独 ・仏などが利下 げすれば高金利国側が短期間で大幅利下げをせざるをえ
なかった。12月4日 の 日経によれば99年1月 に欧州通貨統合に参加する11力 国の中央銀行は3
日,表(1)の ように一斉に利下げを決定 した。今回の利下 げはユーロ各国政府が景気浮上に向け,
ユーロの通貨価値下落につなが りかねない財政拡大への動きを金融政策面で対応 した形であろ
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第2次 大戦後国際経済の再建か無差別 ・多角的な自由貿易の実現を目標 としてIMF(国 際通
貨基金)GATT(関 税 および貿易に関す る一般協定)が 両輪の歯車 となって 「カネ」と 「モノ」
その後 「サー ビス」の面から世界貿易の拡大 と,そ れにつながる世界全体の繁栄をもた らそう
としたのである。
1945年 に設立 したIMFの 当初め目的は金 と米 ドルの交換性 を支えに各国通貨の固定相場を維
持 し,各 国が固定相場 を維持するのに必要な介入資金(外 貨)を 貸 し付けるのが主要な任務で,
対象は60年 代 まで貿易為替の自由化,後 に資本の自由化 を含め先進国の国際取引に集中 してい
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た。 このような成 り立ちは1971年8月 のアメ リカの金 ・ドル交換停止,第1次IMF体 制崩壊後
現在 もIMF組 織運営にも色濃 く反映 し,ア メ リカ主導の政策決定に対する反発につながってい
る。市場 メカニズムを重視 し,資 本移動の自由化を促進 してきたIMFの 基本理念 も問い直さな
②
ければな らないであろう。
GATTは1948年1月 に発足 し,そ の基本理念は自由にしてかつ無差別な通商体制 を確立であ
る。それは① 関税の軽減 と貿易諸制限の除去によって貿易を確保すること。② こめように作 ら
れた自由化の恩恵 を最恵国待遇の原則にもとづいて加盟国全体に無差別に均てんさせることで
あった。③1986-94年 にわたるウルグアイ ・ラウンドは別表注(3)および注(4)の通 りであるが,
交渉開始以来7年 以上を経て妥協 をみ,実 に難航 を極めた交渉であった。それまでのGATT交
渉の結果,世 界の関税率が平均で既 に相当低下 してお り,交 渉の焦点が農業や政府調達ルール
など政治的にも問題な分野におかれたのも理由の一つである。 日本では,コ メの市場開放問題
に関心が集中 した感があるが,世 界貿易機関(WTO)の 設置のためウルグアイラウンドの果た
した今後の世界の基本的ルール確立 に如何 に護持 し,よ りょく発展 させるかである。
戦後の国際経済 ・貿易の発展ベースは戦勝国特 にアメリカ主導の国際経済協力で,IMF,世
界銀行を中心にしてかなりの成果をあげたが,前 述のように90年 代 という変革の時代 を迎え改
革作業に入 っている。国際貿易の分野におけるGATTに おいて も自由かつ無差別な通商体制の
確立'とい う基本理念追求への道が進捗 し,ウ ルグアイ・ラウンドを経てWTOの 発足 をみた。そ
の一方で,EU,NAFTA,APECの強化など地域経済圏の緊密化が問題 をはらみなが らも進ん
でいる。日本 としては,自 由貿易の旗手WTOの 強化に努力するとともに,地 域主義の閉鎖性 を
除去 していかなければな らない。新 しい時代の通商政策はWTOを ベースとするグローバ リズム
および国際分業の場 として建設的な地域経済圏を目指す リージ ョナ リズムである。したがって,
日米交渉(ア メ リカの結果を求める相互主義)な ど二国間主義 を是正する必要があると思われ
る。
日本経済 ・貿易 は1940年 体制下,規 制 と内外価格差などの中で,護 送船団方式 によって経済
大国 となった。結果 としてバブルが発生 し,現 在莫大な財政赤字 を背負い高齢化 ・少子化など
と共に,国 際経済力低下が懸念 され,急 激に経済斜陽国になろうとしている。
さて本小稿の主題に関わっては拙共著,「 国際経済の基本的動向 とケインズの論理」一国際経
済協力の道 ・和光大学経済学部編1996年4月,な どで1850年 か ら現在まで国際経済 ・貿易の動
向につき考察を試みた。 日本経済 ・貿易については,そ の産業構造の変化につき1850年 代か ら
歴史的に 「東南アジア と日本企業」和光経済第18巻 第3号1986年3月 などで論述 した。 したが
って今回は両論文 をベースにアメ リカの保護主義,相 互主義の論理 と日本型 システム と日本型
経営を中心 にその若干を考察することにした。
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(1)拙 稿,「 中国経済の成長 と東 ・東南アジアへの影響」日本貿易学会年報 『JAFT』 第33号,1996年3
月,文 眞堂,58-63頁 。
(2)i.日 本がIMFに 加盟した1952年 次,加 盟国の収支不均衡に対する国際流動性対策→共同為替基金=
各国の出資基礎 としての割 り当て額(25%金,75%自 国通貨)は,ア メ リカのH.D.ホ ワイ ト案によ
って,各 国の通貨準備,外 国貿易量,国 民所得 などの大 きさを基準 として,政 治的考慮 を加味。アメ
リカ総額の26%,イ ギ リス12%,フ ランス,西 ドイツ各5%,日 本3%な ど。IMFの 融資:① その国
の割 当額の100%無 条件(ゴ ール ドトランシュ)② さらに25%引 き出 し寛大(フ ァス ト,ク レジッ ト,
トランシュ),③ それ以上,審 査厳重,場 合によって金融引締め,国 内での適切 な措置。
ii.1996年 現在,加 盟国182各 国,IMF総 会 での議決権 は従来通 り出資金の大きさに比例す る株主
総会方式 をとる。 当然先進国の意見が通 りやすい。ちなみに(国 連 は1国1票 方式)。 現在進行中の
第11次 増資が完了した時点で出資率アメリカ17.7%で1位 。 日本6.3%で2位 な ど先進7ヶ 国(G7)
だ けで46.9%を 占める。特 にアメ リカは強大 な政治力,軍 事力 を背景に政策決定 に絶対的な影響力 を
もっている。従 ってIMFの 政策決定,各 国への支援方法などを行 う理事会(ア メ リカ,日 本な ど24ヶ
国の代表で構成)「 非公開で事前の根回 しをして殆ど全会一致で決 めるため不透明である」 と渡辺賢
一郎,国 際金融情 センターが指摘す る。 このことがロシア支援 を巡 ってアジア諸国な ど「支援の条件
がアジアに厳 しく,ロ シアに甘かった=2重 基準 との批判 を招 く一因 となっている。
(3)
表2GATT関 税 ・貿易交渉の歴史
通 称 開催地 交渉年次 参加国数
第1回 一般関税交渉 ジ ュネ ー ブ 1947年 23
アヌシー交渉 アヌ シー 1949年 32
トー キー 交 渉 トー キ ー 1950-51年34
第4回 一般関税交渉 ジ ュネ ー ブ 1956年 22
デ ィ ロ ン ・・ラ ウ ン ド ジ ュネ ー ブ 196}62年 25-EEC
ケ ネ デ ィ ・ラ ウ ン ド ジ ュネ ー ブ 1964-67年46-EEC
東京ラウンド ジ ュネ ー ブ 1973-79年99-EC
ウ ル グ ア イ ・ラ ウ ン ド ジ ュネ ー ブ 1986-94年124-EU
(4)i.世 界貿易機関(WTO)の 設立 に関す る協定
附属書lA:物 品の貿易 に関す る協定
1.1994年 の関税及び貿易に関す る一般協定(1994のGATT)。2.ウル グア イ ・ラウン ド議定書
3.農 業に関す る協定4.衛 生及 び植物検疫措置の適用に関する協定5.繊 維及び衣類 に関す
る協定6.貿 易の技術 的障害 に関 する協 定7.TRIM(貿 易 関連投 資措置)に 関す る協定
8.ダ ンピング防止協定9.関 税評価 に関す る協定10.船 積み前検査 に関す る協定11.原 産
地規則 に関す る協定12.輸 入許可手続 きに関する協定13.補 助 金 ・相殺 措置 に関す る協定






(a)民間航空機協定(b)政府調達 に関する協定(c)国際酪農品取 り決め(d)牛肉に関する取 り決 め
ii.世 界貿易機関(WTO)に 関する協定
1.ウ ルグアイ・ラウン ド交渉の成果である物品の貿易,サ ービスの貿易,知 的所有権の貿易関連
側面 に関する諸協定を実施す るため,世 界貿易機 関(WTO)を 設立する。
2.WTOは,加 盟国の多角的貿易交渉 のための場 を提供 し,紛 争処理及び貿易政策検討制度を運
用するbま た,そ の機関 として,閣 僚会議,一 般理事会,物 品の貿易 に関す る理事会,サ ービス
の貿易 に関す る理事会,知 的財産権の貿易関連側面 に関する理事会及び事務局 を設置する。
3.WTOの 意志決定 は,コ ンセ ンサスによる。コンセ ンサス による意思決定がで きない場合 に
は,別 に定 めがない限 り,過 半数の投票で決定す る。
iii.1994年 の関税及び貿易 に関す る一般協定(1994年 のGATT)
1994年 のGATTは,1947年 のGATTお よびWTO設 立協定発行前に1947年 のGATTの 下において






るモンロー主義を遠因に1934年 までの1世 紀余にわた り高率保護関税政策を採用して きた。そ
のピークへの道が1922年 のフォー ドニー・マッカ ンバー関税(Fordney-McCumbeTariff)に
よる関税の引き上げ,さ らに1930年 ホーレー・スムー ト関税(Hawley-SmootTariff)で はア
メ リカ関税史上最高 レベルの税率で有税品輸入額の平均関税率 は図1の ように32年59%に 達 し
た。この高関税政策 は,ア メリカに戦時債務 を持つ国の支払いを商品の形での受け取 りを拒否
したことを意味 した。1913年 以前債務国であったアメ リカは第1次 世界大戦後債権国になり,
1919年 唯一金本位制 に復帰 した。そのアメリカ資本によって生産性が向上 した債務国は,農 産
物や工業製品で対アメリカ債務 の支払いが不可能にな り,他 の方法すなわち,さ らに ドルを借
入するか,あ るいはアメリカ以外の第3国 に輸出す ることしかないのである。 このためすでに
過剰生産になっている市場 は,市 況の悪化によって暴落が続 き,ド イツ工業などは,対 アメ リ
カ輸出ができず苦境 にたった。 このような国際経済の閉塞下で,1920年 代末期,ア メリカは海
外から資金 を引 き揚 げ,資 本移動 を止めたのである。か くして債務国の国際収支 は悪化の一途
をた どり深刻な危機 を招 くに至った。

















金融恐慌 はアメリカでは,国 内取付 けにより,他 の国々では国際取付けの連鎖反応 によって
起 こった。それは1929年10月,ウ ォールス トリー トの証券市場の崩壊 にはじまり,翌30年 には
アメ リゐ国内の1,345の 銀行が,1931年 前期 には687行 が倒産 した。アルゼンチンをはじめ南ア
メリカの農業国(債 務国)で は金の流出によって1929年 末,通 貨 と金の関係が絶たれた。銀行
倒産の波紋 は,1930年 後半か ら31年 にヨーロッパに拡がった。1931年5月,ウ ィーンのクレジ
ット・アンシュタル ト(Credit-Anstalt)金 融公庫が支払不能にな り,外 国資本は動揺 し,不 安
におそわれた。オース トリアと密接な通商関係のある ドイツの銀行 に国々は危機 を感 じ,短 期
債権の引揚げをはじめた。 ドイツ政府は直ちに全銀行 と証券取引所 を一時閉鎖を命 じ,そ の段
②
階で外国為替管理 を実施 したのである。 しかしこのような高率保護関税政策は,1934年 互恵通
商協定法の制定 を転機 に限定付 自由貿易政策へと大 きく転換 した。その主な特長 を要約すれば,
①同法はアメ リカ企業の輸出増進のため大統領に対 して,貿 易相手国 と二国間通商協定を取 り
決める権限を与 えた。②大統領が二国間協定を交渉するに当って,同 法は貿易相手国の譲許 と
引 き換えにホーレー ・スムー ト関税 を50%引 き下げる権限を与えたこと。③無差別原則が無条
件最恵国約款 を含むべきこととされた。 その結果,34年 互恵通商協定法 は議会による大統領へ
の永続的な授権 と持続的関税引き下げ過程の出発点 とな り,現 代アメリカ通商政策の原型 とい
える。
アメリカは第2次 大戦後1950年 代の通商政策に保護主義基準を導入 したもののその適用は例
外的であ り,一 般的には関税引き下げによる貿易の自由化 を追求 した,し か も当時ヨーロッパ
諸国 と日本は多数の重要輸入品に対 して輸入数量規制など非関税障壁を設 けてお り,GATTに
おけるアメリカ主導の互恵的関税引下げはアメ リカの一方的市場開放であった。 この ことはア





に応 えた措置で,行 政権の中枢部分から機動的に推進 されることにあった。(なお,STRは79年
にアメ リカ通商代表部USTRに 改組 された。)
しか し通商拡大法を議会での承認 を克ちとるため,当 時のケネディ政権は保護貿易派の南部
繊維産業の保護要求で62年 「綿製品長期取 り決め」に基づいて綿製品輸入に数量枠を設け,ま
た石油輸入割 当制 を安全保障条項により引き続き実施。北西部木材産業 を保護するため,カ ナ
ダに対米木材輸出の自主規制 を実施 させた。その上58年 通商協定延長法の免責条項によ.りカー
ペ ットとガラスの関税 を引き上げた。
(1)拙共著,「 イギ リス貿易政策 の背景 とマー シャルの論理的視点」『マー シャル とその時代』和光大学
経済学部1991年3月25日 白桃書房,13頁(注)26,参 照。
(2)拙共著,「 国際経済の基本 的動向 とケインズの論理」24-25頁 。
(7)国 際貿易の変遷 と将来的展望7
ケネディ政権が通商拡大法 を制定 し,貿 易 自由化を大規模に推進す る政策を打 ち出 したのは
次の国際関係を考慮 してのことであった。① ヨーロッパにおいて1958年EECが 結成され,経 済
統合により域外高関税障壁がしかれ,ア メリカの輸出が不利にな り対策が必要であった。②ア
メリカの国際収支赤字は ドル不安の原因であり改善の必要に迫 られていた。50年 代末か ら60年
代初めにかけて発展途上国の貿易収支が大幅に悪化 していた。途上国はそれまでアメ リカにと
って安定的輸出市場 であった。途上国の収支改善のためには先進諸国が途上国に対 して自国市
場 を開放する必要があり,ア メリカはそのため主導権 をとることになる。③ ソビエ ト連邦の脅
威の増大は西側諸国にとり政治的結束の必要があった。
以上が背景にアメ リカは通商拡大法を制定 し,GATTの ケネディ ・ラウンドを主導した。、こ
の多角的貿易交渉は67年 に妥協 し,表3の ように関税一括引 き下 げ方式が68-72年 の5年 間に段
階的に実施 された。
ケネディ ・ラウンドの妥結後,60年 代末のアメリカはインフレの高まりと関税の低下で繊維,
鉄鋼,家 電,自 動車 などの輸入が増加 し,こ れ ら産業の労 ・使は輸入規制を求め議会に働きか
けた。アメ リカ最大の労働団体アメ リカ労働総同盟産別会議(AFL・CIO)は1971年2月「国
際貿易 と投資について」 と題する執行委員会特別声明で,多 国籍企業の対外投資 ・海外生産の
増加 は本国からの輸出の減少 ・逆輸入の増加 をもたらし,国 内製造業者の生産 ・雇用の減少=
失業増大の原因 となっているとして対外投資の規制を求めた。その上 これ まで自由貿易政策の
支持者であったAFL・CIOは 上記事:態に直面 して保護主義貿易政策支持へ と転換 した。





ア メ リ カ
鉱 工 業 品 13.5 9.6 36
工 業 製 品 14.3 9.9 36
EEC
鉱 工 業 品 12.8 8.1 37
工 業 製 品 13.5 8.6 36
イ ギ リ ス
鉱 工 業 品 16.6 10.6 39
工 業 製 品 17.8 10.8 39
日 本
鉱 工 業 品 15.5 9.5 39
工 業 製 品 17.6 10.7 39
(注)鉱 物 燃 料 を除 い た鉱 工 業 品。 平 均税 率 は,各 品 目 ご との税 率 を1964年





60年 代後半に保護主義貿易政策 に加担 した有力産業は鉄鋼業であった。67年 に鉄鋼業労使は
鉄鋼の輸入割当制 を要求 し,保 護主義法案が民主党上院議員ハー トケと24人 によって上院に提
出された。その結果日本 とECの 鉄鋼業界は,ア メリカ議会の保護主義立法を回避するため日本
は66-80年 代の一時期を除いてEC(EU)も 同様に対 アメリカ鉄鋼輸出の自主規制 を実施せざる
を得なかった。
一方,60年 代対外投資を伸長 させたアメリカ多国籍企業 は70年代にかけて効率的生産を世界
的規模 で追求するもの として貿易制限 に反対であった。国内産業でも半導体,コ ンピューター,
航空宇宙機器,科 学機器,電 子通信機器,油 田開発機器,建 設機械,医 薬などと農業 は比較優
位産業 として86年 まで 自由貿易を支持 した。 また産業構造の高度化 はアメリカ産業のうち比較
優位 にある企業 と比較劣位企業の利害関係は大幅に変動 した。
この変動に伴 って民主党=自 由貿易支持,共 和党 二保護貿易支持 という伝統的パターンは変
化 し,70年 代 に入 るとその支持が逆転することになる。そのことはアメリカ政府および国際投
資委員会報告書 「相互依存の世界におけるアメリカの国際経済政策」1971年7月 めなかで①多
国籍企業の海外子会社 との取引は,ア メリカの貿易を促進し,雇 用を支えてお り,し か も巨額
な投資収益をアメリカにもたらし,国 際収支 に貢献 している。②アメリカ企業が国際投資を行
わなかった場合,被 投資国がその ままアメリカの輸 出市場 として残 っていないであろう。アメ
リカの投資の代わりにヨーロッパ諸国,日 本からの投資が行われることになる。 また国際投資
をしなかった場合,そ の分アメリカの国内に投資され,国 際競争力のある国内投資になりえる
か,ア メ リカの賃金水準,労 働生産性 から見てその確率 は少な く,か えって過剰投資になる可
能性が大であるとした。アメ リカ政府は多国籍企業擁i護にまわっていたといえる。 この国際投
資の擁護 は1971年8月 のニクソン大統領の新経済措置の基礎 となった。
(3)
これ らの論議が生じた背景について,ジ ェ トロの白書 は次のように分析 している。①アメ リ
カ経済の1969-70年 は不況局面で景気の停滞期 にあた り,電 気・自動車:の雇用数は約10%低 下 し
たこともあって輸入が増大 した。
②設備投資において海外子会社のうち製造業の固定資本投資 は1960-70年 の間に4.8倍 と大幅
に増大 したが,国 内設備投資は同一期間内に2倍 弱であってその相対的低さは労働生産性上昇
テンポの低下が一因である。
③アメ リカ政府 ・企業の巨大な研究開発投資によって支 えられた多数の先端技術,ノ ウハウ
(3)日 本 貿 易 振 興 会(JETRO)海外 市 場 白書1972年 版,45頁




3.日 本 経 済 新 聞 社 編 「80年 代 の貿 易 ル ー ル 」 一 東 京 ラ ウ ン ドの す べ て 一1979年
4.石 崎 昭 彦 「新 経 済 ナ シ ョナ リズ ム 」 東 京 大 学 出版,1979
(9)国 際貿易の変遷 と将来的展望9
が海外移転流出により従来か らのアメリカの技術格差の優位性が減退 し競争力の相対的低下 を
招いた。
④海外進出をしたアメリカ系企業 はアメ リカ本土に製品を逆輸入 し,第3国 に輸出 し,さ ら
に世界各地でアメリカ製品 と競合 しているのではないか とい う点について,そ の販売高の伸び
の速さからみてこれを否定するのは困難なようにみえる。そ してAFL・CIOの 主張に軍配をあ
げている。
か くして72年 の貿易投資法案は,AFL・CIOが 起草し,民 主党下院議員パークと民主党上院
議員八一 トケの提案,多 国籍企業の対外投資を規制 し,輸 入数量制限を課す保護主義法案は議
会の委員会段階で否決 された。
日 本 ア メ リカ EC
有 税 品
基 準 税 率 9.9% 8.2% 9.7%
実 行 税 率 6.9% 同上 同上
引下 げ後税率 5.5%前 ∠ 6%弱 7%強
全 品 目
基 準 税 率 5.8% 6% 6.4%
実 行 税 率 3.7% 同上 同上
引下 げ後税率 3%前 後 4%強 5%弱
平均引下げ率










通商法 は一方で保護主義条項を強化 しながら他方で関税 ・非関税障壁の軽減撤廃を図 るもので
あり,こ の意味で貿易の自由化 を推進するための通商法 といえる。しかし同法は保護貿易派へ
の重大 な譲歩 を代償 として成立 した ものであった。例えば,免 責条項実施の制度上の改善 とし
て関税委員会 は国際貿易委員会(ITC)に 改組拡充 し,救 済措置 としては調整援助 とセーフガー
ド(緊 輸制限)が ありセーフガー ドは①関税の引き上げまたは賦課,② 関税割当て,③ 輸入数
量制限,④ 輸出国 との市場維持協定(輸 出国の輸出自主規制によって輸入数量を制限する2国
間取 り決め)で ある。また同法 は相殺関税法 とダンピング法を改正 し,そ の実施については大
統領に裁量権 を与える一方で事後処理に時間的制約を課 し,事 件処理の迅速化をはか り産業保
護の効果を上 げるための改正であろう。 したがって,74年 通商法 は保護主義条項の強化 である。
表4東 京ラウンドによる関税引下げ アメリカは74年 の通商法に基づいてGATTの




た。 日,米,EC(EU)の 鉱工業品の関税引 き
下げの状況は表4の 通 りである。政府調達に
内外無差別原則 を適用するというGATT合 意
_に よりアメリカは,1933年 バイ ・アメリカ法
を改正 した。相殺関税 とダンピング防止税の
(注)
粉黛 矯 垂範 芒讐 麗 麗 離 籍1978年税率をベー スに各国の 発動要件 と実施手続 きを国際的 に統一する合
(資料)東 京ラウンド研究会編 「東京ラウンドの全貌」日本関税協会。1980
年'86頁 意 によってア メ リカは他の 国か ら見 てそれ ら
10『 明大商学論叢』第81巻第3・4号(10)
の発動が容易になっていた。 こうした保護貿易派 との妥協によってアメ リカの通商政策 には自
由貿易主義 とならんで保護主義の原則が組み込 まれ,そ の後 も二重規準でアメ リカの貿易関係
が律 されている。換言すれば,ア メ リカは原則的に自由貿易政策を堅持 し,自 国市場の開放 を
進めたが,他 方,国 際競争力の弱い産業に対 してはさまざまな保護措置をした。例えば,図2
は日米通商・米EC(EU)通 商問題の推移である。 日米通商摩擦の発端 は55年 の①綿製品の対米
輸 出自主規制に始 まる。繊維問題では1960年 代 日本 などの追い上げに伴 う解決策 として,ア メ
図2日 本・EU(EC)の 対米通商問題(貿 易摩擦)の 推移(1962-8E、1985-95)
年項
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(資料)通 商産業省 「通商白書」
(ll)国 際貿易の変遷 と将来的展望11
リカは輸出自主規制(VER),綿 製品の国際貿易に関する短期取 り決め(STA),綿 製品に関す
る長期取 り決め(LTA)に よる数量制限措置を実施。70年 代以後,他 国間繊維取 り決め(MFA)
を設けた。②鉄鋼については60年代対米輸出が増加 し日本 は輸出自主規制を行 う。70年 代以降
にアメ リカ側は輸入鉄鋼品の最低価格(ト リガー価格)を 導入。特 にこの時期アメリカは輸入
規制のため不当廉売防止(ア ンチ ・ダンピング)や 相殺関税措置 を取 ることが多 くなった。③
カラーテレビは68年 アメ リカのアンチ ・ダンピング提訴があ り70年代 にアンチ ・ダンピング税
が賦課 され,そ の後輸出秩序維持協定(OMA)を 締結 し,日 本は輸出規制を実施 し,そ の上で
現地生産体制で対応 した。なお自動車は81年 に対米輸出自主規制で対処 し,そ の後現地生産で
対応することになる。④半導体 はアメ リカがスーパー301条 により日本 に対 して一方的に行使 し
日米半 導体協定が締結 された。⑤ 市場分野別個別協議Market-OrientedSector-Selective
(MOSS協 議)85-87年 レーガン政権時代における日本市場開放問題であり,日 米構造問題協議
StructuralImpedimentInitiatives(SII)は89-90年 ブッシュ政権時代 に日本側 に要請 された改
善分野 は貯蓄,投 資,土 地利用,流 通,排 他的取引慣行,系 列関係,価 格メカニズムなどであ
った0
日米包括経済協議はクリン トン政権下の93年 以降,日 米間の個別分野問題,構 造問題,協 力
案件などの協議である。以上のように50,60年 代の保護措置は若干の輸入品に対 し実施 されて
いたが,70年 代 に入って例外的措置が積み重ね られるうちに国際比較劣位産業 を保護するとい
う慣行が成立 したのである。保護貿易主義 は,自 由貿易主義 と併存する通商政策のもう一つの
原則 となったといえる。 自由貿易主義は,自 国の貿易を律する規準であるばか りでな く,相 互




第1次 大戦前,工 業品の世界市場に君臨 していたのはイギ リス,フ ランス,ド イツであり,
アメリカは一部先端技術で国際的比較優位の工業力があった ものの農業国であ り債務国であっ
た。第1次 大戦 中上記3国 が直接交戦の中で,そ の後アメ リカ,日 本 もイギ リス ・フランスな
ど連合国側に参戦す る一方で,イ ギ リス ・フランス ・ドイツに代替 し,ア メ リカは食料,軍 需
品,工 業品の輸 出国 として世界市場 を席捲 し,日 本 もアジア市場で植民地宗主国に代替 し,工
業品な どを輸出することにより第1次 大戦終了の1918年 までに債権国 となった。1919年 アメリ
カは唯一いち早 く旧平価で金本位制に復帰 した。20年 代アメリカの永遠の繁栄が続 くであろう
と自他共に認めていたが1929年 のニューヨーク ・ウォールス トリー トの金融恐慌 と併行 しての
ω
農業恐慌に直面 した。その原因の多 くは明 らかにアメ リカの内需拡大のバブル化に基因 してい
12「 明大商学論叢』第81巻第3・4号(12)・
た。あらためて外国貿易の自由化の利益について真剣に考えざるをえない動機 ともなった。 そ
の上アメ リカの恐慌が世界不況に連動 し,英 連邦特恵関税地域に象徴されるようにブロック化
現象を生 んだ。そのことが第2次 大戦の主たる原因の1つ になるのである。 したがってアメ リ
(5)
カの国益が1943年,ブ レ トン ・ウッズへの道筋 をつけたといってよいであろう。アメ リカは第
1次 大戦 と同様 に第2次 大戦で世界の富の過半を連邦準備銀行に金 として収蔵 した。一方第2
次大戦終了時,ア メリカ以外の先進工業国は戦勝国,敗 戦国 ともどもその生産力は戦前の約40
%に 激減 していた。アメ リカはIMF・GATT体 制を機能させるためマーシャル援助をし,計250
億 ドルを受け入れ る欧州経済協力機構(OEEC)は1948年10月 スイスの国連決済銀行(BIS)を
仲介機関 としてOEEC加 盟国間で2国 間ベース(双 葉協定)に 基づ く支払協定がなされた。1950
年欧州支払同盟 に基づ く支払協定(EPU)一 多国間ベースの多角協定で信用機能をあわせ もつ
中でOEEC域 内貿易・為替の自由化を果たした。1954年 域外 自由化への道 を歩み,1958年 西欧諸
国 は自由化の帰結 として通貨の交換制の回復に成功 しIMFの8条 国に移行 した。ちなみにOEEC
はその後OECDに なる。 また敗戦国日本 はガリオア ・エ ロア援助 として21億 ドルめ援助を得た。
その後朝鮮特需な どで1954年 までに約30億 ドル,60年 か らベ トナム特需など特殊要因を含め計
68億 ドル,累 計89億 ドル という膨大な外資の流入があった。そのこともあって1960年(昭 和35)
(6)
か ら貿易為替の自由化が行われ,1964年IMFの14条 国か ら8条 国に移行 した。ここにIMFが 設
立 されてから18年 でIMF協 定の意図した体制が実現 したことになる。しか し56年 の ドル不安を
きっかけ として,さ しものアメリカ経済 にかげりを見せた。他方イギ リスを初め60年 代西欧諸
国 は比較安定成長期にな り,日 本 は高度成長期を迎 えた。水平貿易が機能 し,国 際経済とい う
パイが順調に拡大 し,多 国間バランスを取 ることで経済強者の論理が通用 した時代で もある。
IMFに よる ドル防衛は1961年 引出 し通貨の多様化政策 と資本取引による赤字(金 利裁定,投
機,逃 避 など短期資金の移動による)に 対 して融資の道が開かれた。また同年のIMF総 会でヤ
コブソン提案の結果「一般借入れ取 り決め」(GeneralArrangementofBorrowing:(G・A・
B)は1962年10月 に発効 した。 この大筋は先進10力 国(パ リ・クラブ)がIMFに あらかじめ資
金供与 の枠を与 える。換言すれば,実 際に貸すか否かの決定権 はパ リ ・クラブの貸 し手国が握
り,IMFは 貸 し手 と借 り手の仲介をするに過 ぎない点である。即 ち,国 際金融場 の実権がIMF
か らパ リ ・クラブへの移行 を意味する。そして71年8月 ニクソン大統領 は金 ・ドル交換制の一
時停止,10%の 輸入課徴金の賦課などが内容 とする緊急経済対策を発表 したニクソン ・ショッ
ク)。第1次iMF体 制の崩壊 である。
60年 代末か ら70年代初頭 はアメ リカの国際収支赤字増加 と,前 述のアメ リカ相互の論理1,
その歴史的背景でみたようにアメ リカ多国籍企業の行 き過 ぎた活動が基軸通貨米 ドルの信認 を
低下 させ,多 国籍企業が もたらしたユーロ ・ダラーの移動 を通 じて第1次IMF体 制崩壊要因の
1つ と思われるのである。多国籍企業の外国進出に対 してAFL・CIO対 アメリカ政府 ・企業の
(13)国 際貿易の変遷と将来的展望13
対立構図が開明になる相互主義,二 重基準への顕在期にあたる。その上73年 の第1次 石油危機
以降,産 油国 ・西 ドイツ ・日本以外の先進工業国および非産油発展途上国(地 域)は インフレ,
失業,国 際収支赤字,国 際競争力の低下,生 産性の伸び悩みに直面した。 また79年 の第2次 石
油危機 は西 ドイツも国際競争力 と経済的バイタ リテ ィを失い,オ イルマネーで潤沢だった産油
'国も石油需要の先細 りによる大幅減産 と値下げで,外 貨不足 と累積債務が深刻化 した。
2)通 用 しな くなった経済強者の論理
日本企業は,73年,79年 のオイル ・クライシス と77～8年 にかけての円高などに対応 して合
理化,省 エネルギー化,生 産性向上,生 産工程の自動化 など,企 業努力が国際競争力を強化さ
せた。また,後 述のように45～50年 代の労資対立関係が60年 代労使協調路線が定着した こと,
その前提に38年 のr国 家総員法」の下,戦 後企業内労働組合の発足がある。その上右肩上が り
⑦
の経済成長が労働生産性上昇幅の範囲以内で賃金の上昇 を抑えることに成功 したからである。
日本の輸出が第1次 石油危機以後 も伸長 したのは以上の結果である。それは本来の国際ルール
に基づ く競争 にうち克った ということであり,ダ ンピング ・不公正競争 とい う非難 は当たらな
いのである。 しかしこのような経済強者 の論理はかつて国際経済 というパイが順調 に拡大 した
60年代 に通用したが,70年 代後半以降の世界同時不況のなか先進工業国では各国政府の政権担
当者が労働生産性以上の賃金上昇,イ ンフレの抑制,失 業の増加な ど国内経済政策の失敗を政
権維持のため国外にスケープゴー トを求める経済の政治化現象,例 えば,2国 間の貿易収支で
大幅な黒字 を出 している日本が絶好の標的 となった。多国間で貿易バランスを取 ることは経済
の論理 としては正 しいが,政 治の論理 としては通用 しないということである。 このことはすで
に述べたアメ リカ・EC(EU)で は定着しているといえる。60年 代日本の リーディング・カンパ
ニーは トライ ・エンド・エラーで海外生産に着手 し,70年 代以降国際的比較優位の同種 ・異種
関連企業が貿易立国と海外投資立国 という車:の両輪の歯車の中で受け身の摩擦解消に努力した
が結果の平等を求める相互主義の論理 は先行 していた。85年 のプラザ合意 は財政 ・貿易赤字を
かかえるアメ リカの要請で円高 と内需拡大の圧力は日銀の公定歩合の引き下げによる株高,土
地投機 と海外生産へのシフ トが連動 し,バ ブルを引 き起 こした90年 代初め,そ の結果 日本経済
は深刻な不況に直面 し,官 僚中核の日本型 システムの有 り様そのものが問われている。
(4)拙共著,前 掲 「国際経済の基本的動向 とケインズの論理」,21-25頁 参照。
(5)同上,2-3頁








トし近代化を図 り,1878(明 治11)年 「工場払下概則」 に始まる財閥形成の発端 と貿易立国へ
(1}
の道はその証左 であろう。 しかし第1次 大戦中の統制立法を除 けば,官 僚の主な役割 は民間資
本の保護 ・育成 あるいは救済 にあり,基 本的には産業の自由を保障する体制であった。1930年
代の後半か ら戦時体制のもと,各 業界 に事業法の制定がなされ,事 業活動に対す る強力カルテ
ル介入が強化 された。 その核が1938年 の 「国家総動員法」をベースとする1941(昭 和16)年 「重
②
要産業団体令」による統制会(業 界団体)な どで営団金庫,及 び今日の公社 ・公庫例 えば,現
(3)
在の各電力会社の前身 日本発送電 もこの時代につくられた。当時の革新経済官僚群の主張は,
満州事変 を契機 に満州国建国の中で ソビエ ト型計画経済,統 制経済の立案 ・実施 をしその背景
で考 えられた。それが民有国営 とい う世界に先例のない新統制システムで社会主義経済のよう
(4)
に生産施設 の国有化ではな く,そ の使用については公的に管理 しようとする思想で もあった。
2.一 日本型経済システム と経営方式への道一
日本は1931(昭 和6)年9月 満州事変 を引 き起 こし,国 内は軍需インフレに苦慮 していた。
同年12月,平 均48ド ル73セ ン トであった対米為替相場が翌32年 末には20ド ルにまで崩落 した。
その為替安 と日本独特の低賃金に基づ く安値輸出は,ソ シャル ・ダンピングとして各国の非難
(5)
の的 とな り,こ れ以後 日本の輸出は急激に狭められた。その上1937年 には泥沼の日中戦争へ と
拡大 した。このため表{5)のように同年5月 「外国為替管理法改正」。9月 には 「統制3法 」とい
われる金融統制 を目的 とす る 「臨時資金調整法」。物的統制 を目的 とする 「輸出入等臨時措置
法」。軍事生産傾注のため工場の国家管理を目的とする「軍需工業動員法を支那事変に適用す る
法律」が制定された。 しかし当時の軍部 と革新官僚 はより完全な総動員態勢の確立を目指し,
(6)
同年10月 内閣に企画院が設 けられ,1938年4月 「国家総動員法」が制定された。 この制定の 目
(1)拙編著,改 正版 「外国貿易論」法学書院,1973年,38項
(2)米倉精一郎 「業界団体の機能」,岡 崎哲二 ・奥野正寛 「現代 日本経済 システムの源流」 シリーズ現
代経済研究,日 本経済新聞社,1993年








年 一 般 的 事 項 戦時経済関係
1936年2月2・26事 件
3月 広田内閣成立'1937年2月 林内閣成立5月 外国国為替管理法改正
6月 第1次 近衛内閣成立9月 臨時資金調整法,輸 出入等













1940年1月 米内内閣成立3月 税制改正(4月 実施)




1941年7月 第3次 近衛内閣成立3月 借地法,借 家法改正






















的は国の資源 と労働力のすべてを戦争目的のために動員する統制権限 を委任 した授権立法であ
り表⑦が示す通 りである。 この 「総動員法」に基づいた 「会社利益配当および資金融通令」に
よって企業の株主配当に規制が加えられ,1940年 に 「会社経理統制令」 によって配当統制がさ
らに強化され,役 員賞与についても規制された。また役員構成 も変化 し,内 部(常 勤)重 役の
比率が高 まった。か くして株主の権利が制限され,企 業 は表(8)のよう従業員の共同体性格を持
つようになっていった。
1920年 代,近 代的大規模産業の発展 と共に雇用慣行の変化がみ られ,長 期雇用契約 と年功的
賃金 は主 として重化学工業で徐々に導入されていたが,1930年 後半の戦時経済の中で全国的制
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表6-1産 業資金供給(増 減)(実 額)(単 位:百万円)
















資料=日 本銀行統計局 「明治以降 本邦主要経済統計」 日本銀行,1966年 。
表6-2産 業資金供給(増 減)(構 成比)
















資料:日 本銀行統計局 「明治以降 本邦主要経済統計」 日本銀行,1966年 から作成。
(17)国 際貿易の変遷と将来的展望17
表7「 国家総動員法」によって制定さ 度 として定着 をみた。それまでの職能,生 産性を反
れた主要勅令(年 月は公布年月)
映 した賃金体系か ら勤続年数重視の生活給的なもの
鹸 鱒 源篠 懸 賭 するもの に変イヒし上下の賃金格差も縮小した・「緻 員法」の
1940.11従 業者移動防止令 もとで物資,物 価 の統 制令が施行 され生活 必需品 の
1940.10賃 金統制令 公定価 格
を設 定 し,1939年3月 に初任給 が公定 され
●物的資源の統制と利用に関するもの9月 には賃金 統制 が行 われ
,定 期 昇給 の仕組 みが定
1939.10価 格等統制令
1939.12小 作料統制令 .着 した。 さ らに政府 による実 態調査 に基づ いて・初
器 構 綴 織 制令 任給から昇級額まで政府が決定す・・とになり終身
1941.12物 資統制令 雇用制が形成 されてい くのである。 この戦闘期,年
.資金の統制と運用に関するもの 功序列 も原型がつくられていった。 また1937年 産業
1939.4会 社利益配当及資金融通令 報告会の設立 は内務省の指導によって労働者の組織
1940.10銀 行等資金運用令
1940,10会 社経理統制令 率は1938年4割 を超 え企業内労働組合の原点 となっ
たと思われる。・事業の統制と運用に関するもの
1941.8重 要産業団体令 一方下請 け制度の普及の源流は戦時期の増産体制
1942,・ 金融統制団体令 に対応する緊急措置 として下請方式を採用認 中
・文化の統制 と運用に関するもの 小企 業が大企 業 との関係 を強化 し,技 術 水準 の向上
1941.12新 聞事業令(8)




第1次 世界大戦後,近 代工業化への離陸を終 えた 日本経済は重化学工業の成長期 を迎えた。
このため企業は従来の内部資金による資金調達では十分でな く外部資金調達の必要性があり,
これに応 じたのが資本市場である。従 って公社債発行市場の状況は資本市場が自由な市場 とし
て成長 していった。 この時期の特徴は,表(6-2)が 示すように産業資金供給 における直接
金融=証 券形態による資金調達の比重が高 く,1931年 でフローベースの産業資金供給の87%が
直接金融であった。 これは財閥の力があったことにもよるが,金 融市場の統制色が希薄であっ
たことと資産階級の存在が大 きな原因であった。1920年 代金融恐慌 は多 くの銀行が休業せざる
を得ず,日 本の金融 システムの安定性 に対する不安が強 まり,大 蔵省は1927年 「銀行法」を制
定 した。 このことで免許制導入,最 低資本金など銀行基盤の強化,預 金者保護のため監督権強
化(店 舗増設認可制な ど)を し,こ の結果,弱 小金融機関の再編成 もあって1922年,1402行 で
(7)中村隆英 「日本経済一その成長 と構造一」東京大学出版会,第3版1993年 。
(8)John,W,Dower.,japaninwarandPeace,NewPress,1998.
「1960年代末,ト ヨタに部分品を納入 していた子会社の40%以 上 は,そ の下請関係 を戦時期 に築い
た。」
(9)拙共著,前 掲 「国際経済の基本的動向 とケインズの論理」P19～20
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あった普通銀行が1932年 に538行 に減少 した。
前述の1937年 に始まる戦時金融統制は1940年 発足 した第2次 近衛内閣での,新 経済体制の一
環 として,企 業 の利潤追求のベースは株式での資金調達によるものであり,こ れに代わる資金
調達手段があれば利潤追求が減速するであろうと考 えた。一方,す でに述べた企業の経営形態
の変化 も金融制度改革 を促 した。株主配当制限によって株式市場 は低迷 し,資 金調達が困難に
な り,従 来株式 によって調達された長期資金を間接金融 システムで供給する必要性が高まった。
41年 には日本興業銀行 を中心 とした時局共同融資団が設立 され,42年 に「総動員法」による「金








1938年 の 「国家総動員法」を核 とする前掲IIIで検証したように,そ の目的は ともか くそのベ
ースは革新官僚 と軍部の計画立案であ り,日 本における国内の社会経済政策的制度の定着への
道程の一歩 と思われる。したがって敗戦後 日本経済の発展過程 は時のGHQ民 政局によって基礎
的諸条件 は変化 したものの,協 力した日本官僚による政策は社会民主主義的改革路線であった。
基礎的条件変化 は45年10月D・ マ ッカサーの民主化のための5大 改革指令(婦 人解放,教 育の
自由化,専 制政治からの解放,経 済民主化,労 働者の団結権の確立)を 内容 とした。 これをベ
ースに農地改革,軍 備の一応の撤廃,財 閥解体,新 教育制度 などの戦後改革が行われた。α)農
地改革前進の原因の一つは日本の植民地(台 湾,朝 鮮など)の 喪失であろう。戦前の日本 は植
民地に日本式米作を普及させ,安 い食糧入手 したが,そ の反面内地の農業は自給経済部分を拡
大 し,そ の圧力で農村か らテープ・レバーが排出された。一方,台 湾,朝 鮮から移民 もテープ・
U2)
レバーの重要な供給源であり,1930年 代 日本独特の低賃金に基づ く安値輸出ベースであった。
敗戦後 この樟民地からの食糧供給ルー トが失われ国内食糧事情が急速 に悪化 した。そればかり











事情から1939年 小作料統制令な どをベースに戦後の農地改革は小作人の自作農化 を促進 し,さ
まざまの保護政策のもと農村 は国内市場 として大きな意味を持つ ことになった。
基礎的条件の変化 は(ロ)軍備が一応撤廃されたことと財閥の解体である。戦前 日本の重化学工
業は軍需産業が中心であり,敗 戦によって,そ の活動 を停止 し,経 済混乱を一層激化 した。 し
かし重化学工業は平和産業 として再出発 し,重 化学工業 と軽工業が車の両輪の歯車 とな り順調
な拡大再生産過程 を歩むことになる。明治の初め以来 日本経済は軍事支出によって,そ の発展
が歪められてきたが,戦 後 はその圧力か ら解放され,目 覚 ましい回復 と成長 を遂げた。財閥の
解体 によって,戦 前の持株会社(事 業または純粋)を 中心 とした財閥コンツェル ンがい くつか
に企業分割 され,企 業間 に激しいシェア競争が展開された。また拡大再生産のために活発な設
備投資を行 い,銀 行 は間接金融の立場で戦前の財閥に代わってこの設備資金の需要に貸 し応じ
た。 これと並んで1947(昭 和22)年 過度経済力集中排除法による巨大企業の分割 も行われた。
か くして銀行による産業の再編成,グ ループ化が行われた。
の労働者の団結権の確立,:戦 後,GHQに よって労働組合の結成が指令された時,多 くの組合
(企業別労働組合)が 急速 に結成 された。このベースは産業報国会が一つの原因と思われる。1937
年産業報国会が設立 された理由は,新 しい労使関係調整のための制度 として,労 使の懇談 と福
利厚生を目的としたものである。内務省の指導によって産業報国会は急速 に普及 し,労 働者の
組織率は1938年 で4割 を越えた。 この背景には1930年 前半までは,社 員と職工の身分格差が大
き く,こ れ を一括 して社員 とした。従業員を企業の正規 メンバー と位置付 ける新 しい企業理念
の芽生えであった。 ここにそれまでの労働運動 は分裂 し,総 同盟は1940年 に自発的解散 を余儀
U4




さて戦後 日本経済は,重 化学工業,輸 出産業の成長 に牽引されたものであった。 この分野で
の産業成長 にとって40年 体制をベースに確立をみた日本型企業構成 と間接金融システムが大き
な役割 を果た した。日本の企業の仕組の特徴の①は終身雇用 と年功序列賃金を軸にした日本型
の雇用慣行があげられる。外国の場合は産業別組合が普通であるが日本は企業別労働組合であ
U3)前掲,中 村隆英 「日本経済一 その成長 と構造一」1993年
表(5)の ように1939年 には「国家総動員法」に基づいて小作料統制令が制定され,こ れによ り小作料
の引 き上 げが禁止 された。1941年2月 の 「食糧営理法」は供出制が とられ,在 村地主の飯米分を除
いて,小 作農が政府 に米 を供出 した。か くして小作人 は直接政府 から収入を得,小 作料が金納制に
変わった。 このことは小作制度は事実上形骸化 し地主の地位低下 といえる。
as前 掲,中 村隆英 「日本経済一 その成長 と構造一」1993年
US)拙稿 「東南アジア と日本企業」30～32頁
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表8ア メリカ と日本の トップ ・マネジメン ト
米 国 日 本
株主の支配力強い→会社は株主のもの→株主 株主の支配力弱い→会社は従業員全体の所有
の利益 を守ることが経営者の責任 権→従業員全体の利益を守ることが主眼
所有権 の思想 & &
経営の基本目標は1株 当たりの利益を重視す 1株 当た りの利益の追求よりも売上高,成 長
る 。 率の重視する。
終日かけ株主からの厳 しいチェックを受け,そ 短時間の総会が通例となっている。チェック
株 主 総 会 の責任は取締役会長が切を負う。 されることはほとんどない。 しかし商法が改
正され,最 近は従来よりは厳しい。
取 締 役 会 の 株主に対 して責任を負うことが基本任務。 経済的成果の追求と同時に従業員全体の福祉
基 本 任 務 向上をも重視。
取 締役 よ りも部 門長(VicePresident)の ほ社内取締役,そ れもはえ抜き取締役がほとん
取締役の地位
うが責 任 も重 く,給 料 も高 い 。 社外 取締 役 が
多 く1つ の名誉 職,BoardDirectorよ りOffi一
ど。終身雇用制の下に 「重役のイス」を目ざ
すのが従業員にとってのインセンティブ,1
cerの ほ うが実 質 的 地 位 と高 い報 酬 。, つ の 社会 的 ス テー タ ス とな っ てい る。
取締役会の構成 約60-70%が 各企業では社外取締役。 約90%以 上が社内取締役。
取締役会の任期 1年 2年 アメリカの
取 締 役 会 の
小 委 員 会
95%(ExecutiveCommittee(経営 委員 会)と ・
AuditCommittee(監 査 委 員会)は 必 ず あ り,
その他)
2%ConferenceBoard
(ほ とん どない)の 調査
取締役会が行う→社外取締役の発言も大きな 経営執行者と取締役は業務のため自らの経
影響 力 。 ボー ドで は,た とえ会 長 ・社長 とい 営 ・執行を,自 らが監視する形態。監査投機
経営執行暦の
監視 ・統制機能
























取締 役 会 の小 委 員 会 と してExecutiveCom・常務会メンバーは会長→社長→副社長→専務
mitteeが 各 社 設 置 され てい る。この委員 会 は経→常務→取締役というタテ割構造の階層ビラ





実 質 的 意 義
上 記 のExecutiveCommitteeの ほか に最 高 ト
ップ4～5人 で形 成 す る会 議 体 が あ る。 マネ




mittee)の 設 置 が近 年 の傾 向 。 意思決定を行っている。
日本語に訳せば執行取締役である。OfficerはBQardonDirector(取締 役)もOfficerも 同 一
Officerほ とん どがVicePresident級 で,事 業 部 長 が人が行?て いる。取締役,事 業部長あるいは
多 い 。 ボ ー ドに対 して責 任 を負 う。 部門長が多い。取締役としての責任が不明確。
















1人 当 た り個 人 消 費 支 出
(lg34～36年 価 格)(lg75{F価 格)一















経 済成 長率 二実 質GNEの 成長率
投 資率=粗 国 内固定資 本形成 ÷GNE(分 子、 分母 と もに 戦前 は193A-36年 価 格、
戦後 は197:年 価格)
投 資効率 富経済 成長率 ÷投資率
個人貯蓄 率=個 人貯蓄 ÷個 人可処分所 得




った。② は資本 と経営の分離が進渉,表 ⑧ アメ リカ と日本の トップ ・マネジメン トにある通 り
日本の場合会社の取締役はその大部分内部出身者によって構成 され,特 に大企業で顕著である。
これは戦後の財閥解体で資本家が後退 したことに基因す るが,戦 時経済改革の結果 も無視し得
ないであろう。 このシステムの下で所有権の思想が会社は従業員全体の所有物→従業員全体の
利益を守 ること→一株当た りの利益の追求 よりも売上高,成 長率を重視することになる。中小.
零細企業 ・農業等の場合,組 合などの共同体的組織 によって補完された。以上の企業システム
だけで高度経済成長が実現できた訳ではない日本の高度成長 をマクロ的にみれば図(3)のように
061高
い貯蓄率 に支えられた豊富な貯蓄が存在 し,次 々 と投資 されたゆ く過程であった。表9-1
(16;前掲,拙 稿,「 東南アジア と日本企業」28-30頁
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表9-1産 業資金供給(増 減)(実 額)(単 位:+億 円〉





















資料=日 本銀行統計局r明 治以降 本邦主要経済統計」 日本銀行,1966年 。
表9-2産 業資金供給(増 減)(構 成比)





















資料=日 本銀行統計局r明 治以降 本邦主要経済統計」日本銀行,1966年 より作成。
(23)国 際貿易の変遷と将来的展望23
と9-2は 戦後期から高度成長期にかけての産業資金の供給状況で,1965年 迄の全期間を通じ
て,金 融機関か らの貸出 しが圧倒的な比重 を占めている。他方で事業債による資金調達の比重
は僅かである。 これは,表6-1,6-2で みた1936年 迄の状態 と極 めて対照的である。間接
金融方式の下での資金の流れは金融市場における統制である。具体的には,人 為的低金利政策
によって信用割 り当てを行い,基 幹産業 と輸出産業 に資金 を重点的に配分 し,ま た金融鎖国体
αη
制をしいて資金の国際的流れを閉鎖 した ことである。その間接金融 そのものが現在問われてい
る。1996年11月,金 融制度改革の推進が宣告 され,資 金の仲介が銀行 から証券市場なかんず く
証券業に21世 紀の主役 とする改革目標が提示 された。このことは日本 の資金循環構造における
証券市場の役割の増大であ り,証 券市場 の投資主体が証券市場ひいては日本経済全体 に影響力
を持つ ことになろう。並行 してアメ リカの機関投資家の コーポレー ト・ガバナンスへの影響が
大 きくなると思われる。そのことは日本の機関投資家の コーポレー ト・ガバナンスへの介入も
考慮 しなければならないであろう。 この問題 は日本 は日本では受託者責任が明確でないことに
よる。それ はまた金融改革によってどの程度直接金融方式た戻せ るかである。
6.戦 後,官 僚による摩擦の調整
1945年 以降日本政府 は経済活動に広範な介入をした。具体的にはα)業界団体な どを通 じて多
くの行政指導を行った。 これは衰退産業において しばしばカルテル的競争制限を可能にした。
(ロ農 業およびに小規模流通業な どの低生産部門に対 して参人制限,価 格規制などの競争制限的
な施策を行い,さ らに税制上の優遇措置,政 策金融,財 政的補助 なども与えた。 このように政
府の基本的役割 は,経 済成長に伴う社会的摩擦 を防 ぐため後向きの調整であった。即ち高度成
長 とは本来不均衡成長であり,所 得格差,地 域格差を拡大 し,社 会的成長が高 まる危険があっ
p8)
たからであった。 しかし現在,そ の官僚主導の有 り様その ものが問われているのである。
IVア メリカの相互主義 と現地経営での日本型経営の修正 と活用
1.日 本の国際マーケティングによる市場開拓
製造業は国際的な競争の中で生産技術の比較優位をベースに高い生産性を実施 し,輸 出産業
が海外生産に参入することは前述の 日本 における劣位産業に対 して成長産業.ということができ
る。そのような同種企業 のリーディングカンパニーも1950年 代後半からの国際的マーケティン
グ展開で注 目されるのは例えばアメリカなどに販売拠点を置 く場合最初 は,輸 出先国(地 域)
のインポーター向けに販売 し,そ こでかなりの実績が出来ると,販 売現地法人を設立 している。




と同時にきめの細 かいアフター ・ケアーをする。その上で現地の有力小売店 とのコンタク トを
深め,最 終消費者のニーズを知 り,日 本の本社にフィー ドバックする。販売現地法人 は輸入拡
09)
大後 に,そ の一部を現地生産に移行させる進出可能性調査(F・S)を スター トして も,現 地
生産のF・Sと か,具 体的生産計画 を立案する上で も重要な役割 を果たすである。勿論企業 に
よっては,販 売現地法人が新設 した製造現地法人 に出資する場合 もあり,販 売現地法人が機能
を拡大 して販売 と製造 を兼ね る場合 もある。いずれにして も50～60年 代貿易立国時代の販売現
地法人は60～70年 代輸出の一部 を現地生産に移行する海外生産時代 に対 してそのステップとし
て重要な役割 をしたのである。
2.日 本型経営の修正 と活用
結論か ら云 えば,日 本型経営の長所 は現在その破綻が囁かれているが核 としての終身雇用制
とい う人間尊重の経営方針,そ れに基づ く熱心な社員教育,コ ンセンサスに基づ くマネジメン
トである。その 日本型経営 と現地に適合 した特有の経営方式を ミックスさせる考 え方はごく自
然であろう。
例えばアメ リカに進出 した場合,ア メリカ型経営に移行すれ ば,日 本企業 としての特色や強
味が失われてしまう。 その上 日本の本社が日本型経営でアメリカの子会社がアメ リカ型経営で
は本社 と子会社 との連係に問題がでる。事実,日 本型経営の長所を現地経営に活用 している具
体例 をみ ると,一 時的不況ではレイ ・オフをせず,安 定雇用 と云う基本方針を打 ち出して,雇
用の永続性 を第一義にしているケースは多数である。 また コンセンサスに基づ くマネジメン ト
については 「全員参加 の経営」 と云 う考 え方であ る。工場長 をはじめ として,幹 部 とワーカー
とがコミニュケーションをよくし,対 話が出来るように配慮するなど誰 もが経営に参画してい
る意識 をもたせ,従 業員の定着性 を高めることは成功していると云える。ただし,思 考,習 慣,
宗教の違いか ら海外においては日本国内におけるほど従業員の企業に対す る忠誠心を期待する
ことは困難である。いかにして人材を育成す るか,企 業が時間をかけて養成 した人材 を保持す
るかが最大の課題である。
V結 びに代えて
さて本小稿 は主題にそってアメリカの相互主義 ・2国 間主義を若干考察するなかで国益をベ
ース とするアメ リカ的グローバルスタンダー ドを叙述 した。また官僚主導の日本型 システム=
護送船團方式の問題点に接近 し,な かで も日本型経営が基調 としての特色 を如何に生かすかを
再確認 した。何故ならば,通 貨 ・金融危機で今で こそ問題 をかかえている東 ・東南アジアがか
つて 「成長の海」 として存在 しえた理由の2/3は 日本企業による日本型経営の存在があった
G91拙稿,前 掲 「東南 アジアと日本企業」39頁,(注)26参 照。
(25)国 際貿易の変遷 と将来的展望25
と思われるからである。顧みてアメリカは,そ の裏庭 と自称す る中南米の国々に戦後成長の海
と云われる時代 を形成 したであろうか。
日本経済は1940年 体制下,規 制 と内外価格差などの中で護送船団方式によって経済大 国とな
った。結果 としてバブルが発生 し,現 在莫大な財琢赤字を背負い,高 齢化 ・少子化などと共に,
国際競争力低下が懸念 され,急 激 に経済斜陽国になろうとしている。その上,国 内の相互主義
も問題である。 この40年体制の基本的メカニズム=日 本型 システムは,1938年 の 「国家総動員
法」41年 の 「重要産業団体令」などの規定 にかかわる。戦時経済体制への諸改革の推進 は,当
時の革新官僚 ・軍部の計画経済立案がベースで,こ の時期社会経済政策的制度への道が開かれ
た と思われる。敗戦後,こ のことが核 になり,時 のGHQ民 政局 に協力 した官僚 による政策も社
会民主主義的改革路線であった。1960-70年 の高度経済成長期 においてさえ,政 府の役割は,
先進産業 をリー ドすることでなく,専 ら衰退産業を如何に摩擦 なく他の分野に移転で きるかの
条件整備であり,負 の生産部門 と後進地域の保護 ・助成の付与 にあった。 このような政府の政
策内容では,社 会民主主義 と官僚主義の区別 は出来ない といえる。
社会民主主義を語るとき,日 本ではフェビアン主義をはじめ とする西欧社会民主主義の影響
が極めて弱かったことを指摘しなければならない。社会民主主義は,市 場 メカニズムの機能 を
認めつつも,自 由放任の弊害を説 き,社 会的公正のために政府の役割を強調する。したがって,
本来,所 得分配 ・産業規制などの強化,公 平な高負担税制の構築 などを主張することになるの
である。それに対 して,自 由主義=リ ベラリズムは個人の自由に基礎をお く思想であ り,経 済
政策 に関 して言えば,国 家権力 による統制を極力排除 して,市 場 メカニズムの機能 を最大限活
用 しようとする。具体的には,徹 底的な規制緩和 と財源の裏付 けのある地方分権化など,小 さ
な政府の志向である。 その意味では日本 は新たな日本型社会民主主義を指向するのか,新 たな
日本型 自由主義を目指すのかが問われ る。 しかし,現 状では政 ・官 ・.業などの創造的構造改革
は掛 け声だけだ,全 くと言ってよいほど進 んでいない。そのような日本の憂 うべ き現実を直視
する必要がある。いずれにしても,日 本 は国内の結果を求める相互主義を打破し,新 生産業,
貿易 ・投資国家の構築 をメインに据えるべきであろう。
その上で,今 私達の課題は,第 二次世界大戦後50有 余年の経過の中で老朽化した戦勝国主導
の体制 を新 しい経済力の分布をも反映するように変革する事であると思 う。それはまた,冷 戦
構造を背景にした古い枠組 みを21世 紀に向けて時代 のニーズに応えうる改革でもある。 日本は
これ までのように受けにでなく,新 しい秩序の形成 をリー ドで きる主体性の確立 と積極性が問
われているのである。 日本が自由貿易の旗手WTOを 通 して,新 しい時代の通商政策の強化や
地域主義の閉鎖性 を除去 し,グ ローバ リズムお よび国際分業の場 として建設的地域経済圏を目
指す リージョナリズムを伸長させる民主主義国家には,こ の主体性の確立なくしてなりえない
と考える。ここでいう主体性 とは,例 えば,そ の1つ は,日 本がその国益を明確 に定義 しない
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ことから起 る日本人の問題である。アメリカ とは如何なる国益 を共有でき,何 については協調
せん
できないかを開明 にすべ きであろう。その2つ は,冷 戦後国際社会においてグローバル化が進
み,国 家 という領域 を超えたグローバル ・ガバナンスとい う概念が一潮流をなしている。 しか
しそのことを もって国家のもつ役割 を否定 し,国 際協力や多国間対話だけで世界の平和や安全
が維持で きると考 えるのは早計であろう。国際政治は依然 として力によって動いている現実 を
本稿で記述 した ところであり,軽 視すべ きでないと思われるのである。
